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《国際家族法研究会報告
（第
35回）
》
フランス破棄院判決における外国判決の承認
笠原
　
俊宏
一
　
前書き
　
外国判決の承認においては、フランス破棄院が、従来より、
その承認要件の緩和へ影響を与えたと見られる注目すべき諸判決を下して、諸国における規則の発展を先導してきた
（と
くに、一九八〇年代までのフランス法の変遷については、矢澤曻治『フランス国際民事訴訟法の研究』 （創文社、一九九五年）一〇三頁以下参照。また、それ以降の動向については、拙稿「外国判決の承認要件について―フランス破棄院判決の動向を中心として―」大東ロージャーナル八号九五頁以下参照）
。近時、フランス
破棄院判決は、欧州連合域内における規則と 調和を図りながら、欧州連合加盟諸国以外の 々との関連においても、更にその歩を進めていると見られる。この報告においては、フランス破棄院判決の全体的な動向に沿いながら 個別 重要な判決に言及することとしたい。　
なお、近時の動向への言及に先立ち、フランス法における
法規範の創造の構造について言えば まず、フランス法は大陸法系であるが、判例法は実定法 重要な法源の一部 構成しており、時として 法律関係によっ は、それのみが法源
となる場合もある。次に、一九五八年憲法第五五条に従い、国際条約が、憲法及び実質憲法規則を除く他の殆ど全ての実定法を創り出す根源となっており、フランスの制定法や先例に拘わらず、条約が優先的に適用される。ブリュッセルⅠ規則及び一九八八年のルガノ条約は、それらの適用の際、フランスの外国判決に関する一般法を作り出している。また、フランスは、アルジェリアやモロッコ 始めとするかつての植民地との間に 司法共助に関す 多くの二国間条約を締結している。かような条約が適用され ときは、外 判決に関するフランスの一般法は適用されないこと なる。二
　
M
unzer 判決
　
外国判決の承認及び執行に関するフランスの従来の一般規
準の根拠とされ きた は、破棄院一九六四年一月七日第一民事部判決、いわゆる
M
unzer
事件判決
（
R
evue critique de 
droit international privé （以下、
R
.C
.D
.I.P
. とする）
 1964, p.344.; 
Journal 　
du droit international （以下、
C
lunet とする）
1964, p.302, 
note H
enri B
atiffol. ）
である。同判決において、破棄院は、従
来の実質再審査主義
（
le principe de la révision au fond ）
の立
場を放棄した
（矢澤・前掲書一〇三頁以下参照）
。それまで、
フランス裁判所は、外国裁判所が適正に事実を評価し そして、適正に法律を適用しているか否かを確認することができたが、
M
unzer
判決において、破棄院が明確に実質再審査を
禁止することを宣言した。そして、それに代わって新たに定
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められた五つの要件を充足しているか否かを確認しなければならないとした。かくして、基本的に、外国判決は、外国裁判所によって下された通りに、フランス おいて承認されることとなった。これにより、フランス法秩序が害されない範囲において、外国の法文化及び判決が受容されるという立場の原型が形成されるに至った。三
　
B
achir 判決
　
M
unzer
判決以後においても、破棄院は、当初、五つの要
件を設定していた。すなわち、第一に、外国裁 所 争訟を受理するための裁判管轄権を有しなけ ばならないこと 第二に、外国裁判所がその手続規則を適正 適用 ていること、第三に、外国裁判所がフランス抵触規則が指定していたであろう法を適用していなければなら いこと、第四 、外国判決の内容がフランス公序に反していては と、第五に、外国判決 本来の準拠法 適用の回避、すなわち、法律回避
（
fraude à la loi ）
のみを目的として取得されてはな
らないことである。これらの要件のうち、第二の要件については、
M
unzer
判決の三年後、破棄院一九六七年一〇月四日
第一民事部判決、いわゆる
B
achir
事件判決
（
R
.C
.D
.I.P
. 1968, 
p.98, note P
aul L
agarde.; C
lunet 1969, p.102. ）
において、外国裁
判所によっ 行なわれた手続の適否は公序 を通じ のみ評価されることができるとして排除され、外国判決承認要件の緩和へ向けて 歩前進した。
　
B
achir
判決以後における新しい規則は、原則として、外
国裁判所による判決が、フランス裁判所が争訟を判断する場合におけると同一の解 に到達したであろうか否かに拘わらず、その承認が受け入れられており、フランス裁判所は外国裁判所が事実を適正に評価したか否かを確認することはない。また、フランス裁判所は、外国裁判所が適正に法を適用したか否かについても確認することを求められない。外国判決は、例外的にのみ、フランス公序に反するとさ るに止まる。破棄院判決における趨勢として、外国法文化に対 ては極めて寛大であり、公序要件は狭く解釈されてきた。公序要件は、例えば、破棄院一九九四年六月一日第一民事部判決（R
.C
.D
.I.P
. 1995, p.98, note Jean D
éprez. ）、及び、同二〇〇四
年二月一七日第一民事部判決
（
R
.C
.D
.I.P
. 2004, p.424, note P
e-
tra H
am
m
je.; C
lunet 1985, p.460. ）
に見られるように、主とし
て家族法において、両性平等原則に反する北アフリカのイスラム離婚判決の承認の拒否において用 られ 。時として、例えば、訴訟費用 担保に関する破棄院一九九 年三月一六日第一民事部判決
（
R
.C
.D
.I.P
. 2000, p.223, note F
rédéric 
L
eclerc. ）
のように、民事手続においても用いられたが、商
法のように、他の分野においては、全く用いられ いない。四
　
S
im
itch 判決
　
その後、外国裁判所の管轄権要件、すなわち、間接的裁判
管轄権についても、法廷地 管轄権規則と外国裁判所の管轄
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規則との何れに従って評価されるべきかが検討された。第一の立場は、外国裁判所がフランス裁判所と異なる管轄の基礎に基づくことは受け入れられないとする保守的な立場である。第二の立場は、外国法が許す限り、如何なる管轄権の基礎も許容するというも である。そして、第三の立場は、フランスの承認裁判所が、 「争訟と外国裁判所国との間における特徴的な関連性」がある き、外国裁判所は承認される足る管轄権を有するも す 破棄院一九八五年二月六日第一民事部判決、いわゆ
Sim
itch 事件判決
（
R
.C
.D
.I.P
. 1985, 
p.369. ）
の立場である。最後の立場は、フランス管轄規則に
知られていない基礎に基づく管轄権で っても そ 重要なものである限り、フ 裁判所がそのよ な管轄の基礎を有する裁判所によって下された外国判決を承認することを許すものである
（矢澤・前掲書一六二頁以下参照）
。
五
　
P
rieur 判決
　
破棄院が
Sim
itch
判決において外国裁判所の管轄権要件
（間
接的裁判管轄権要件）
を定義したとき、その規則に大きな例
外が存在することを明らかにしている。すなわち、外国裁判所は、それが上記の適正審査を満足されたときだけで く、フランス裁判所 争訟について専属的管轄権を有しないときも、裁判管轄権を有 ものと見做され 。　
しかしながら、フランス裁判所は、民法典第一四条及び第
一五条を実定法上の根拠として、フランス市民を原告又は被
告とする訴訟について、専属的管轄権を有している
（拙稿
「フランス国際私法における離婚の準拠法」 法学新報八六巻七・八・九合併号二六三頁）
。フランス裁判所がかような訴訟について
専属的管轄権を有すると考えれば、外国判決の承認を拒否するための前提として、外国手続の原告と被告との中、何れの当事者がフランス市民であってもそ 条件を満たすこととなり、争訟の内容は殆ど無関係である。フランス市民は、フランス人の普通 裁判官によっ 構成される 裁判所によって判断され 権利を有しているとされ、例えば 破棄院一九七〇年五月二七日第一民事部判決
（
R
.C
.D
.I.P
. 1971, p.113, 
note H
enri B
atiffol. ）
におけるように、第一四条及び第一五条
は、物権に関する争訟及び執行を除き、フランス市民を含んでいるあらゆる争訟に適用 る。　
実践上、外国判決の執行がフランスにおいて求められたと
き、通常、それにはフランス市民が含まれているこ が想定される。他の外国判決承認要件が自由化しえても、この要件はとても厳重であるため、当該 を満たさないという一事が、他の諸要件の充足を根底から無意味なも としてしまこととなる。表向き 自由化及び開放という建前に拘わらず、民法典第一四条及び第一五条が存在し続けたのは、外国裁判の中には 多少の信頼できないもので紛れ込んでいるいう認識から来るものであ　
かような状況から脱却するための明確な規則を 示したの
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が、破棄院二〇〇六年五月二三日第一民事部判決、いわゆるP
rieur
事件判決
（
R
.C
.D
.I.P
. 2006, p.871, note H
élène G
audem
et-
T
allon.; C
lunet 2006, p.1365. ）
であり、同判決は、民法典第
一五条は、外国裁判所が管轄権を有するか否かを決定するための判断基準として用いてはならないと判示した。破棄院は、当事者双方が如何なる市民権を有するかは無関係であり、外国裁 所の管轄権は
Sim
itch
判決において判示された
規準、すなわち、 「争訟と外国裁判所国との間におけ 特徴的な関連性」があることに満足できるときは、外国裁 所はフランス裁判所によって承認されるに足 管轄権を有するとした。因みに、かような規則の変更の背景として、民法典第一五条が欧州人権条約第六条に反する見られるこ が考えられるところである。六
　
M
unzer 判決の課題
　
M
unzer-B
achir
主義の下において、外国判決の承認におけ
る外国裁判所の間接的裁判管轄 及び公序と 調和に加えて、更に、二つの確定 な要件が定められている。そ 一つは法律詐欺である。法律詐欺の理論から 外国判決は、フランス裁判所が適用したであろう法 適用を回避する目的のみをもって取得されてはならないとされる。詐欺
（
fraude ）
は、
フランス私法の一般理論であり、法律詐欺に対する制裁回避行為が無効とされ、そして、回避された法が適用されることである。リーディングケース る
B
auffrem
ont
事件
（
C
lunet 1878, p.505. ）
におけるように、離婚の権利が認められ
るために国籍を変更した場合が、その理論の最もよくある事例である。しかし、当事者が、本来の準拠法の適用を回避するために、外国において提訴したことを立証することは極めて困難であ 。当事者が外国において訴訟する理由として様々なことが考えられ、必ずしも、意図的な法律詐欺の行為が実行された は言い切 ない。 かも、争訟 外国裁判所との間に重要な関連性があるときは、一層、その不当 追求することは困難である。例 ば、アルジェリア人夫婦がフランスに住んでいるとき、夫 アルジェリアにおいて離婚の要求を試みること できる。その場合 アルジェリア ける手続の開始は詐欺かもしれ いが、フランス おいて訴訟することと殆ど同様に合理性がある。かように、夫が、その妻がフランスにおいて手続を開始した直後にアルジェリアにおいて手続を提起したような場合を除 、詐欺 現に行なわれたことを証明するのは難しい。但し、前出破棄院一九九四年六月一日第一民事部判決にも見られるように、イスラム離婚は、欧州人権裁判所第七議定書第五条に表現さ 男女平等原則を侵害することがあるから、右のような場合 アルジェリア判決は公序を理由 して承認を拒否されるの 典型的な取扱いである
（例えば、拙稿「国際私法におけるイスラム
専制離婚―フランス破棄院判決 中心 ―」法学新報一一三巻一一・一二合併号九七頁以下参照）
。
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また、
M
unzer
判決においては、外国裁判所はフランス裁
判所が適用したであろう法を適用しなければならないと判示されていた。しかし、この要件については、実質的再審査の排除との調和を確保するため、破棄院一九六五年一一月二四日第一民事部判決
（
R
.C
.D
.I.P
. 1966, p.289, note P
aul L
agarde.; 
C
lunet 1966, p.369. ）
においては、外国裁判所がフランス法選
択規則によって指定され 法を適用することの条件を課すが、外国裁判所がそれを適正に適用 ことまで課すものではないことが判示されていた。それでもなお、外国裁判所が異なる法選 を有することは受け入れられなかったが、破棄院一九八六年四月二二日第一民事部判決及び同一九八八年七月六日第一民事部判決
（
R
.C
.D
.I.P
. 1989, p.89, note H
. 
G
audem
et-T
allon. ）
が、適用の違背が認められる外国判決で
あっても、適用された が、その結果において正当な法に匹敵するときは承認されること できるとし 、承認の拒否へと導く根拠を和らげている。七
　
A
vianca
判決
　
最終的に、破棄院二〇〇七年二月二〇日第一民事部判決、
いわゆる
A
vianca
事件判決
（
R
ecueil D
alloz 2007, p.1115. ）
に
おいて、外国判決の承認要件は 次に掲げ 三つのみであることが判示された。すなわち、第一に、外国裁判所 裁判管轄権を有しなければならないこと 二 判決が公序に反してはなら いこと、第三に、法律詐欺がな ことであ
る。かように、適正な法の適用の要件は削除されている。フランスの執行手続において、フランス抵触規則によ ば、会社の法が支配することが規定されているが、判決裁判所であるアメリカ合衆国裁判所が支配人の責任の問題へ合衆国法を適用していることを理由として、承認は拒否されるべきであるとの主張に対し、破棄院は、外国裁判所によって適用された法は無関係であると判示した。しかしながら、外国判決の承認に関するフランス法の自由化の過程 最後 段階へ到達したと言えるかは疑問である。蓋し、右に呈示された三つの要件は何ら問題 されていないからであ 。フランス学説において、それ の諸要件は、全てが 理的であると考えられているが、法律詐欺 要件の有益性は極めて疑わしい。八
　
最近の判例
　
A
vianca 事件の判決後、二〇〇七年五月一〇日、更に、外
国離婚の承認に関する二 のフランス破棄院判決
（
R
ecueil 
D
alloz 2007, p.1115. ）
が下され、それにより、外国判決に関す
る同裁判所の判例理論 新たな展開が見られ
（
G
ötz Schulze, 
A
nerkennung von D
rittlandscheidungen in F
rankreich, P
raxis des 
Internationalen P
rivat- und V
erfahrensrechts 2009, S.364ff. ）。
　
その一つは、モロッコ人妻がフランスにおいて夫の有責を
理由として、家庭裁判所へ離婚訴訟を提起したところ、そに対して、フランス国籍をも取得している夫が、既にモロッコ裁判所による離婚判決により、婚姻は解消されており
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従って、妻からの訴えは却下されるべきであるとして、開始された離婚調停において異議を申し立てた事件である。家庭裁判所は夫からの異議申立 を斥けた。それに対して、コルマル
（
C
olm
ar ）
控訴院は、家庭裁判所が合法手続の下に先行
する外国判決を審査する権限を有しないとして、その裁判を取り消した。すなわち、同控訴院は、モロッコ裁判所の離婚判決を承認 、フランス裁判所への妻からの請求を棄却した（Schulze, a. a. O
., S.365. ）。
　
いま一つは、アメリカ合衆国テキサス州へ移住したフラン
ス人夫婦間において、夫が別居してフランス 戻り、モー（M
eaux ）
大審裁判所へ離婚訴訟を提起し、妻がテキサス州
において離婚判決を取得してい にも拘 らず、離婚判決を取得した。家庭裁 所及びパリ控訴院は、フランス判決確定力に対する妻からのテキサス裁判所判決に基づく異議申立てを斥けた。それらがそ 根拠としたのは、テキサス離婚がフランスにおける身分登録簿
（
registres de l'état civil ）
へ登録さ
れていないということである。従って、夫婦関係の解消が証明さ
（
Schulze, a. a. O
., S.365. ）。
　
これらの事件は、いずれも、ブラッセルⅡ規則の適用範囲
外であるため、フランス手続法が適用されることとなる。両事件において、争点と って るのは、離婚訴訟の受理の断において、裁判所は外国判決を考慮 なければならないか否かということである。その問題 対して、破棄院第一民事
部は、肯定的な判断を下した。破棄院は、内国裁判所における手続の何れの段階においても、外国離婚判決の承認を先決問題として決定しなければならないと判決した。それにより、破棄院は、実質審理
（
juge  de fond ）
を留保し、調停や
略式手続の下に決定さ ることができ した従前の判決を覆した。また、破棄院は、フランス法の下に設定された不承認の三つの徹底した理由、すなわち、国際的管轄権の欠如、権利の違背、公序以外の理由で拒否されては らないということも判示 後者の事件において、下級審 、離婚判決が登録所に登録されていなかったことを 由として、承認を拒否した
（
Schulze, a. a. O
., S.365. ）。
　
ブルュッセルⅡ改訂規則の適用範囲はＥＵ加盟国の間に限
られているため、その第二一条以下の承認規則の適用も、ＥＵ加盟国の判決の場合に限られ、前出の二つの事件におけ判決のように、モロッコ裁判所及びテキサス裁判所 おいて先行した離婚判決であり、ＥＵ 領域外におけるものである場合には、被告から 異議申立て ついては、フランスはその独自の民事手続法に従って判断しなければならない。なお、フランスとモロッコとの間には 一九八一年八月一〇日の「身分及び家族の準拠法並び 司法協力に関するフランス・モロッコ条約」
（デクレ八八三―四三五号）
があるが、同
条約は、フランスにおける 離婚判決の承認の際における公平な取扱いについて定めているのみであ
（同条約第
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一三条参照） （
Schulze, a. a. O
., S.365. ）。
　
破棄院第一民事部は、右両事件の控訴審判決を破棄し、外
国離婚判決は、その承認に付随して、手続の何れの時点においても証明されなければならないという規則を定立した。そのことは、家庭裁判所についても、和解のための裁判上の離婚手続の最初の部分
（調停）
において適用される。内国登録
簿への登録までは必要では い。両判決は、それらが独自法をブルュッセルⅡ改訂規則に基づく共同化された承認法と一致させ、また、それらが特に民法典第一四条及び第一五条に定められている内国の特権を完全 克服しており、ブルュッセルⅡ規則第二一条第四項と整合する方法をもって内国民事手続法を解釈したばかりか、長く批判されたフランス国民のための手続上の優遇を覆すことにより、フランス手続法における推移を先駆し 。破棄院が明らかにしたように、全てのフランス人に内国領域内における 際的裁 地を認める民事訴訟法典第一四条は、外国判決 承認 反対 妨げるように読まれてはならない
（
Schulze, a. a. O
., S.365. ）。
　
フランス独自の国際的民事訴訟法として、外国判決の承認
に関するドイツ民事訴訟法第三二八条のような立法化されたものは知られていない。 た、フランス国際家族法においては、ドイツ家族法変更法第七条第一項、す わち、ドイツ家族法第一〇七条のような家事 件における判決承認に関する公式な手続 存在しない。要件及び手続問題は、寧ろ、本報
告の冒頭において述べたように、判例によって発展してきた。従って、今日、外国判決は三つの要件が満たされている限り承認される。すなわち、第一に、外国裁判所がフランスの視点から、国際的管轄権を有していること
（外国裁判所の
間接的管轄権）
、第二に、外国判決が国際公序に反していない
ことである。その下において、実質的公序も、手続的公序も含まれる。そして、第三 、法律詐欺がないことである。それらの承認上の障碍がないときは、前記の根拠が与えられる。破棄院は、その上に、締め括りとして、次のように宣告している。すなわち、テキサス州の離婚判決の身分登録簿への登録がないことは、それゆえ、考慮されるべきではない。　
フランスの新しい民事訴訟法第五〇九条は、 「外国裁判所
によって下された判決、及び 外国によって受理された文書は、フランス共和国の領域内において、法律によって定められた方法をもって、その場合に執行される。 」と規定しており、フランスにおける外国裁 の承認 法定された 則従うこととなる。それは 承認及び執行のため 手続であるか、または、上述の裁判のように、付随的承認である。付随的承認は、然るべき当事者の申立て 基づいて、手続 れぞれの段階において、フランス裁判官によって行なわ承認はそ 限り 何らの特定 手続も前提としてらず、外国の項目に対して フランスにおける法規上 即効をもって宛がわれる
（
Schulze, a. a. O
., S.365. ）。
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九
　
後書き
　
わが国際私法における外国判決の承認要件は、民事訴訟法
第一一八条第一号ないし第四号において規定されている。それらの諸要件の中、今 お、争点として浮動的であるのは、間接的裁判管轄権に関する第一号、及び、公序に関する第三号であろう。前者については、直接的裁判管轄権との異同が問題とされ、また、後者については、取り分け、実質的公序の概念と「法の適用に関する通則法」 四二条における公序概念との異同が問題とされてい
（木棚照一＝松岡博＝渡辺惺
之『国際私法概論（第五版） 』 （有斐閣、二〇〇七年）三四〇頁以下（渡辺） ）
。それらの争点に対して、本報告において概観さ
れたフランス破棄院判決は、以下のよう 、貴重な示唆を与えているように思われる。　
先ず、間接的裁判管轄権が直接的裁判管轄権と異なる内容
を有するものであるかという点である。それについて 破棄院は、両者を異な ものとして把握した上で、
Sim
itch
判決
において 「争訟と外国裁判所国 間における特徴的な関連性」があることに満足 き きは、外国裁判所はフランス裁判所によって承認されるに足 管轄権を有するものと見做されるという判断基準を提示している。これは、外国判決の承認における自由化 実現しながら、管轄規則 基本原則をも考慮している点 おい 、極め 巧妙な立場であると言うべきであろう。結局、間接的管轄権は、直接的管轄権に比
して、より緩やかに理解することがフランス法における立場であり、鏡像理論が有力なわが国学説に見られる対立の中にあって
（拙稿「外国判決承認要件としての間接的裁判管轄権」拙編
『日本法の論点第二巻』 （文眞堂、二〇一二年）二六八頁以下）
、
寧ろ、破棄院判決において判示されたそれが支持されるべき妥当な立場であるというべきであろう。　
また、第三号の公序については、手続的公序の中に、第二
号の訴状送達の適法性をも含めて理解することにより、第二号の要件の柔軟 解釈及び適用を行なうことの可能性を示唆している。実質的公序についても、外国裁判の承認 おける自由化及び開放という基本的な姿勢から その公序概念の制限的解釈を通じて、イスラム法等の外国法文化に対する可及的な受容を前提とする概念構成の可能性が示唆されている。　
外国判決の承認における指導理念は、自国実質規定の押付
けではなく、外国法の尊重であるという意味において、決して、当事者の本国における保護の保証 両立しえない のではない。承認問題が連結問題と本質的に異なる点は正にそこに存して る。
（かさはら・としひろ
　
東洋大学法学部教授）
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